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平成２９年９月２２日（金）
本日お話すること
第１　労働法
　１　トラブルケース
　２　経営にまつわる人事リスクの予防のポイント
　３　厚生労働省に寄せられる相談
　４　パワハラ問題
　５　不当解雇問題
　６　残業代問題
　７　無期転換問題
８　その他のよくある人事トラブル

第２　個人情報保護法
　１　トラブルケース
　２　個人情報保護のポイント
　３　今後の対策
　４　クイズ
　５　参考

第３　債権法改正
　１　トラブルケース
　２　改正法施行のタイミング
　３　時効
　４　保証
　５　法定利率
　６　その他

第４　さいごに
第１　労働法
　１　トラブルケース
　　　　モデル事例：さいたま地裁平成１６年９月２４日判決
加害者の先輩看護師は（　　　　）万円の損害賠償
勤務先の病院は（　　　）万円の損害賠償
　２　経営にまつわる人事リスクの予防のポイント

　　　　人事に関してどのような法的リスクがあるかを知ること

　　　　知りさえすれば予防できることが多い
　　　　　正しい法的知識を持ってさえいれば，防げることが多い

　　　法律の世界では，
法律を知らなかった人がひどい目に遭い，
法律を知っている人だけが得をする

　　　法諺　：　「法の不知は害される」

　　　人事・労務の分野では，特にこの傾向が強い
　３　厚生労働省に寄せられる相談
　　　年間（　　　）万件の相談が寄せられる
　　　相談数の多いテーマ

　　　　１位　→　（　　　　　　）
　　　　２位　→　（　　　　　　）
　　　　３位　→　（　　　　　　）

　４　パワハラ問題
　　　●パワハラを放置するリスク

	①従業員の（　　　　　　）が落ちる
（「人」という経営資源の毀損）
②（　　）してしまう可能性がある
（社会保険料は払わなければならない）
③（　　）になってしまう可能性がある
④会社が（　　　　　　　）する義務を怠ったという理由で、
会社が損害賠償を支払わなければならなくなる可能性がある
⑤パワハラの事実が外部に漏れると会社の評判が下がる可能性がある


　　　●考え方・方針→
　　　●対策
　　　　　①（　　　　　　　　　　）を整備する
　　　　　②パワハラは就業規則上，（　　　　　　）の対象となることを明記する。

　　　　　③（　　　　　　　　）を設置する
　　　　　④（　　　　　　　　）を決めておく
　　　　　⑤（　　　　　　　　）を実施して上記①から③を周知しておく

　　　　　⑥発生してしまったパワハラには適切に対処し，再発防止策を講じる　
　５　不当解雇問題

　　　●典型例→紙芝居
　　　●不当解雇問題のリスクが大きい理由
　　　●解雇予告手当金の誤解

　　　　　３０日分の給料を払えば解雇できる？？？⇒（　　　　）
　　
●不当解雇問題の対策
①解雇は（　　　）がとても高いことを知る
　　　　　②解雇に値する（　　　　）を集める。証言だけでは弱い。
　　　　　③必要な（　　　）を踏む　　
　６　残業代問題
　　　●典型例　→　紙芝居
　　
　　　●リスク　
①金額が高額になる可能性
　　　　　②利息が（　　　）％もしくは（　　　）％
　　　　　③残業代金額と同額の付加金というペナルティの支払いの可能性

　　　●対策
　　①（　　　　　　　）を把握
　　　　　②（　　　　　　　）が適用できないか調べる
　　　　　③（　　　　　　　　　　　　　　　　）を試してみる
　　　　　パソコン強制シャットダウン時刻，
ノー残業デーのノウハウを通常日に活かす，
　　　　　残業許可制，明示の残業禁止命令，多能工制，複数担当制，
　　　　　マニュアル作り，ジョブローテーション，
コンサルティング手法（ECRS・３S・５S・QCサークル）
　７　無期転換問題
　　　原則

　　　平成２５年４月１日以降に開始する有期労働契約が，（　）年を超えて，
　　反復更新された場合，労働者に無期転換申込権が発生する。
　　　例外
クーリング期間あり
（契約終了一定期間以上間隔をおいて再度雇用契約をした場合）
一定の立場の人には例外アリ
　（高度専門職・継続雇用の高齢者は例外アリ）

　８　その他のよくある人事トラブル

	①就業規則で残業代はつかないと明記しておけばよい？
→残業代は法律で強制されるため，
就業規則で明記しても払わないわけにはいきません。
②部長には残業代は払わなくてよい？
→部長などの役職名で決まるのではなく、「管理監督者」という法律が認めた一定の立場の者であるという条件が必要で、なかなか認められません。また、深夜時間の割増賃金は、管理監督者でも払わなければなりません。
③残業代を固定額で支払ってよい？
→ケースによっては無効になる可能性があります
（実際、裁判で無効とされているケースは多いです。）。
④従業員が勝手にサービス残業をしているので、残業代はつかない？
→会社も黙認していた等の理由で、
残業代を払わなければならない可能性があります。
⑤年俸制なので残業代は払わなくてよい？
→年俸制というのは給与を年間の金額で定めているに過ぎませんので、
残業代はつかないという約束をしても無効です。
⑥試用期間中の本採用拒否は簡単にできる？
→実際にはハードルが高いです。
⑦アルバイトには有給はない？
→アルバイトでも有給はあります。
⑧解雇予告手当金（平均賃金３０日分）を支払えば解雇できる？
→できません。別途、解雇をするしっかりとした理由がなければなりません。
　不当解雇をしてしまった場合の会社のリスクは甚大です。
⑨従業員が過労で倒れた場合，どのようなリスクがある？
→ケースにもよりますが，事業主は，従業員の安全に配慮する義務がありますので，この義務に違反したという理由で，損害賠償を請求されるリスクがあります。
　さらに，これが労災になる可能性や，別途，未払いの残業代があれば，それも，請求されるリスクがあります。




第２　個人情報保護法
１　トラブルケース
　　紙芝居
　　クイズこのケースの問題点は？
２　個人情報保護のポイント
　①個人情報を取得する時は，（　　　　　　　　　　），本人に伝える
　②取得した個人情報は（　　　　　　　）以外のことには使わない。
　③取得した個人情報は，（　　　　　　　）する。
　④個人情報を他人に渡す際は，（　　　　　　　　　　）。
　⑤本人からの（　　　　　　　　　　　）には応じる。

３　今後の対策
　①（　　　　　　　　　）の確認
　②（　　　　　　）・（　　　　　）の策定
　③（　　　）する
　④（　　　）する。

４　クイズ
　　個人情報とは？
⇒生存する個人に関する情報であって，
法２条１号または２号に該当するもの
・法人の財務情報は？
・法人の役員の情報は？
・防犯カメラの映像は？
・電話の録音は？
・虚偽の内容は？
・電話帳・インターネットで公表されている情報は？
・人事考課は？
・芸能人の芸名は？
５　参考
「個人情報データベース等」
　個人情報を含む情報の集合物であって，法２条４項１号・２号に該当するもの（検索できる・体系的に構成）

・パソコンの住所録・整理された名刺ホルダー
・ただし，除外規定アリ　市販の名簿・電話帳など
「個人データ」
　個人情報データベース等を構成する個人情報
・受け取った名刺→名刺管理ソフトにいれた名刺データ
「保有個人データ」
　個人情報取り扱い事業者が開示・訂正・利用停止等の権限を有する
個人データのうち，法２条７項の除外事由に該当しないもの。
（除外事由）
・本人または第三者の生命・身体・又は財産に危害が及ぶおそれがあるもの
・６か月以内に削除する予定
（「個人情報保護相談ダイヤル」　０３－６４５７－９８４９）

第３　債権法
　１　トラブルケース
　　　紙芝居
　２　改正法施行のタイミング
　　　２０２０年６月２日午前０時までに施行
　３　時効
　　　職業別短期消滅時効は廃止
　　　権利を行使できることを知ったときから（　）年
　　　権利を行使することができるときから（　　）年
　　　その他・例外
　４　保証
　　　一定の場合に公正証書義務化
　　　債務者の情報提供義務
　　　債権者の情報提供義務
　　　保証の限度額設定
　５　法定利率
　　　年（　）％　から　年（　）％へ
　６　その他
第４　さいごに
　　　紙芝居
モデル事例：社会福祉法人寿栄会様（老人福祉介護事業）の取組

　１　法律を知らないと大変な目に遭う
　　　　⇒（　　　　　　）を正確に把握
　　　　　弁護士より（　　　）が大事
　２　法律を知っている人が得をする
　　　　⇒（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　３　（　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　⇒さらに良い情報に巡りあえる
	所属
　東京弁護士会：労働法制特別委員会
　東京都中小企業診断士協会：労務管理研究会・人財開発研究会
　
〒１０２－００８３　東京都千代田区麹町２－１０－３－３階
ＴＥＬ　０３－４４０５－６３２１（直通）　ＦＡＸ　０３－５２１３－４５６９（直通）
青葉法律事務所
　弁護士　中小企業診断士　　　　藤　　堂　　武　　久
　         todo@aoba-law-office.net
　　　　　　　　公式ホームページ　http://todotakehisa.sub.jp
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